
中部電力グループ 経営理念

中部電力グループは、
くらしに欠かせないエネルギーをお届けし、
社会の発展に貢献します。
　株主のみなさまにおかれましては、当社事業に対
し日頃から格別のご理解を賜り、誠にありがとうござ
います。第99期定時株主総会では、会社提案議案に
ついてご承認いただきました。この場を借りて御礼申
しあげます。

　はじめに、公正取引委員会からの独占禁止法にも
とづく課徴金納付命令などの受領、ならびに託送業
務で知り得たお客さま情報などの不適切な取り扱い
に関し、株主のみなさまに多大なご心配をおかけし
ておりますことを、心よりお詫び申しあげます。今後、
二度と独占禁止法に関する疑いを持たれることがな
いよう、コンプライアンス徹底策を着実に実施すると
ともに、行為規制の遵守および情報管理を徹底して
まいります。

　中部電力グループは、昨年公表した中期経営計画
において、「2025年度に連結経常利益※1,800億円以
上、ROIC3.0％以上」の中期経営目標を設定しており
ます。2022年度の連結経常利益は、資源価格の高騰
などに伴う電源調達コストの増加より、一時赤字見通
しとなるなど、大変厳しい状況となりましたが、最終
的には中期経営計画における利益回復水準の目安
を超える1,560億円程度の利益を確保することがで
きました。

　依然として、資源価格をはじめとする不透明な事
業環境が継続することが予想されますが、中期経営
目標の達成に向け、引き続き全力で取り組んでまい
ります。
　本号では、中部電力グループの2022年度の取り
組みの成果や、今後重点的に進める事業などについ
てご紹介いたしますので、ぜひご覧ください。

　2023年度の配当予想につきましては、安定的な
配当の継続を基本としながら、利益の成長を踏ま
えた還元に努めていくという株主還元方針にもと
づき、2022年度の年間配当を継続する水準である、
1株につき年間50円を予定しております。

　株主のみなさまには引き続きご理解・ご支援をい
ただきたくよろしくお願い申しあげます。

2023年6月

代表取締役会長 代表取締役社長※ 燃料価格の変動が電力販売価格に反映されるまでの期ずれを除きます。
      以下、同様とします。

株 主のみなさまへ

2023年6月ちゅうでん 



中期経営計画初年度（2022年度）の振り返り

中期経営計画の進捗状況

　中部電力グループは、経営ビジョン2.0において、2030年に連結経常利益を2,500億円以上に拡大することなどを掲
げております。また、その実現に向けたマイルストーンとして、「2025年度に連結経常利益1,800億円以上、ROIC3.0%

以上」の中期経営目標を設定しております。本年4月28日に、その進捗状況と、今後の取り組みについて取りまとめた「中
部電力グループ 中期経営計画の進捗状況」を公表しましたので、主なポイントをお知らせいたします。

● 2022年度連結経常利益は、利益回復水準の目安を超える1,560億円程度となりました。
● 依然として資源価格をはじめとした不透明な事業環境が継続することが予想されることから、引き続き経営目
標達成に向け注力してまいります。
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中期経営計画の進捗状況

中期経営計画初年度（2022年度）の成果と課題

エネルギー事業領域 新成長領域 経営基盤

●資源価格をはじめ不安定な
事業環境下においても、
安定供給を確保するとともに、
発販分離モデルの特徴を活かし、
機動的な対応を実施

○中部電力ミライズにおいて、電源調達コ
スト削減に向けた取り組みや、 
　調達コストを踏まえた販売活動の展開
○JERAグローバルマーケッツ※1に
おいて、資源価格の変動性が高い
状況を活かしたトレーディング事業を
展開

※1 JERA Global Markets Pte.Ltd.

成果 成果 成果

課題 課題 課題

●Eneco社を中心とした、欧州での
再エネ発電・小売り・新サービス
などの成長領域拡大※2　　

●bp社と日本およびアジア地域の
脱炭素化に向けた協力協定※2　

●日本エスコンの自律的・機動的な
事業運営による利益獲得

●事業拡大・変化に応じたキャリア
　採用の拡充と分野別教育の強化

●グループ一体となった経営効率化
のさらなる深掘り　

●リチウム回収技術の確立を
目指し、共同研究講座を設立

●資源価格による収支変動リスクが  
　大きい事業構造の是正　

●カーボンニュートラルに向けた
持続的な取り組みと
レジリエンス強化の推進

●安全・安価で安定的な
　エネルギーのお届け

●電力ネットワークの次世代化

●脱炭素社会実現に向けた
　取り組み加速

●グローバル事業の取り組み加速 

●地域の課題解決と活性化への貢献

●お客さま・社会へ新たな価値を
　お届け

●各事業領域の特性に合わせた
　効率性のさらなる向上

●人的資本の価値向上

●技術研究開発および
　知的財産活動の推進

●コンプライアンスに係る取り組み

●お客さまのご要望にお応えする
サービスラインナップの拡充　

●戦略的投資などを通じた、
M＆A推進／早期の収益獲得

●多様な人財の確保・育成や、
　その能力を発揮するための環境整備

目標達成に向けた取り組み

※2 詳細はP4を参照ください。



グローバル事業における主な取り組み

　当社は、2022年4月にグローバル事業本部を設置しました。欧州・アジア・太平洋地域を中心とした、脱炭素につながる
グローバル事業への投資を拡大し、収益基盤の強化と利益拡大を図ることで、脱炭素社会の実現に貢献してまいります。
以下では、取り組みのうち主要なものをご紹介します。

　Eneco社はオランダ第2位の強固な顧客基盤を有する、
電力・ガス・熱併給の総合エネルギー事業会社です。当社
は、2020年3月に三菱商事と共同で設立したDiamond 

Chubu Europe B.V.を通じて、Eneco社株式の20％を取
得しました。
　2022年度は、再生可能エネルギー容量の増加や燃料の
トレーディングによる最適化取引が好調であったことなどか
ら、当社連結経常利益への貢献額は約56億円となりました。

　当社は、世界に先駆けてクローズドループ地熱利用技術※

の研究・開発を行い、商業化を目指すカナダのグローバルス
タートアップ企業であるEavor社に出資しました。　
　地熱事業に関する知見の獲得やEavor社が海外で取り組
むプロジェクトへの出資参画機会の拡大を模索するととも
に、今後、本技術の国内展開も検討してまいります。
※ クローズドループ地熱利用技術は、地下にループを形成し、地上から水などを循環させることで地
下の熱を回収する技術です。Eavor社は地上と地下約数千メートルをつなぐ網目状のループを掘削
し、その中で水を循環させることで水を介して地下の熱を取り出す方式を採用しています。

　当社は、イギリスの国際的統合エネルギー企業のbp社と、
名古屋港周辺の脱炭素化支援に取り組みます。
　貨物取扱量が日本最大の港である名古屋港では、2030年
までに2013年度比でCO2排出量を35%削減する目標を掲
げています。当社およびbp社は、その目標実現に貢献すべ
く、CCUSの実現に向けた、CO2回収・集約、その有効活用お
よび海外のCO2貯留地への輸送に関する調査に着手しまし
た。

1. Eneco社を通じた総合エネルギー事業の展開

2. カナダ地熱技術開発企業Eavor社への出資

3. bp社との日本およびアジア地域の脱炭素化に向けた協力



中部電力グループ初の地熱発電所の運転開始（中尾地熱発電所）

　2022年12月1日、中部電力グループおよ

び中部地区で初の地熱発電所である「奥飛

騨温泉郷 中尾地熱発電所」が営業運転を

開始しました。同発電所は、岐阜県と長野県

にまたがる焼
やけだけ

岳を熱源とする、奥飛騨温泉

郷 新穂高温泉・中尾地区の豊富な地熱資源

を利用して発電しています。

　一般的な地熱発電所では、発電に利用し

ない熱水を地中へ戻しますが、中尾地熱発

電所は、地元の温泉事業者である中尾温泉

に全量供給し、各温泉宿にて温泉や融雪、暖

房等に利用されています。地域の温泉文化

と地熱発電の共存共栄という新しいモデル

ケースを育みます。
※1 地中から取り出した蒸気・熱水で直接タービンを回転させ、発電させる方式のことをいいます。
※2 マグマによって熱せられ、高いエネルギーを得た高温の熱水、蒸気エネルギーのことをいいます。

所在地 岐阜県高山市奥飛騨温泉郷中尾

運転開始 2022年12月

最大出力 1,998kW（送電端）

発電電力量 約1,500万kWh（一般家庭 約4,000世帯分）

発電方式 フラッシュ発電方式※１（ダブル・フラッシュ方式）

事業会社 中尾地熱発電株式会社
（東芝エネルギーシステムズ 出資55%、シーエナジー 出資45%）
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発電所から中尾温泉へ供給している熱水 奥飛騨温泉郷 中尾温泉街



暮らしにイイコトキャンペーンの
詳細はこちらから

暮らしにイイコトキャンペーンのご案内

配当状況

〒461-8680 名古屋市東区東新町1番地
TEL：052-951-8211（代表）〈平日9：00～17：00〉 ※ QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

　中部電力ミライズは、ご家庭などの低圧のお客さまの生活を応援するとともに、未来の暮らしの脱炭素化をお手伝い
するため、「暮らしにイイコトキャンペーン」として様々なキャンペーンを実施しております。是非お申込みください。

株主還元に関する考え方および配当予想
● 電力の安全・安定的な供給のための設備投資を継続的に進めつ
つ、成長分野への投資を推進することで、持続的な成長を目指し、
企業価値の向上に努めてまいります。

● 株主還元については、重要な使命と認識し、安定的な配当の継続
を基本としながら、利益の成長を踏まえた還元に努め、連結配当
性向30％以上を目指してまいります。

● この考え方に基づき、2023年度の配当予想については、1株につ
き年間50円を予定しております。

配当金（円）連結配当性向（％）の推移
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おとくプランなど電気料金メニュー※2をご契約で、進程条件を満たしたお客さま
を対象に、2,000円分の特典をプレゼントいたします。キャンペーン
へ参加いただく方は、9月30日までに専用サイトからお申込みください。
※2 ポイントプラン、おとくプラン、とくとくプラン、スマートライフプラン、スマートライフプランｆｏｒスマート・エアーズ、時間帯

別電灯、3時間帯別電灯、ピークシフト電灯、カテエネプラン、暮らしサポートセット

お申し込み
カテエネへログインいただいた後に、お申込みいただけます。右のQR
コードより、キャンペーンの詳細をご確認のうえ、お申し込みください。
特典はカテエネポイントなどから選択可能です。

カテエネ登録
カテエネでの登録がお済でない方は、右のQRコードより、カテエネへ
の登録をお願いいたします。
カテエネへ登録後STEP2からお申込みください。

新規ご契約の
方もOK

1

参加方法

カテエネ未登録の方はこちらから

カテエネ登録済の方はこちらから

STEP

1

STEP

2

※1 特典進呈には条件があります。詳しくはキャンペーンページをご確認ください。

※ 親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失から燃料価格
の変動が電力販売価格に反映されるまでの期ずれを除いた連結配当性向


